
項　　目 平成１８年度事業の概要
H18予算
（百万円）

平成１９年度概算要求の概要
H19要求
（百万円）

府省名

地域における再
チャレンジ支援
の仕組みづくり

○再チャレンジ支援地域モデル事業
　女性が身近な地域で気軽に再チャレンジに関する相談ができる
相談窓口を設置し、必要な情報やサービスをワンストップで受けら
れるような取組を各地域において推進する。
●18年度は７府県（岩手、栃木、千葉、石川、京都、大分、宮崎）を
地域指定し実施。

43
○総合的な女性の再チャレンジ支援事業
　（内容については同左）

82
内閣府男
女共同参
画局

商店街の空き
店舗等を活用し
た地域環境づく
りの推進

○少子高齢化等対応中小商業活性化支援事業
○少子高齢化等対応中小商業活性化施設整備事業
　商店街の空き店舗等を活用した保育サービスの提供やチャレン
ジショップ事業の展開等により、女性の視点を活かしたまちづくり、
女性が子育てしながら働ける地域環境づくりを推進する。
●18年度は1次及び2次募集において子育て支援に関するものは
17件が採択された。現在、追加募集を行っているところ。

1,380の
内数

1,511の
内数

（2,890の
内数）

○少子高齢化等対応中小商業活性化事業
　（少子高齢化等対応中小商業活性化支援事業及び少子高齢化
等対応中小商業活性化施設整備事業。内容については同左）

3,290の
内数

経済産業
省

再チャレンジに
必要な子育て支
援の推進

（現行プランに記載なし） -

○再チャレンジに必要な子育て支援等の充実
　再就職を目指す子育て中の女性が安心して求職活動ができるよ
う、求職中も保育所の利用ができることの積極的な周知等により、
保育サービスの活用を図るなど、総合的な支援の充実を図る。

-
厚生労働
省

地域のネット
ワークによる新
たな育児関連
サービスの支援

0

○サービス産業生産性向上支援調査事業
　（育児関連サービス分野）（新規）
　保護者や働きながら育児を行う従業員を抱える企業等のニーズ
を踏まえ、ＮＰＯ・民間企業・病院等多様な主体の連携によるコン
ソーシアム形式により、既存の育児関連サービスでは対応出来な
い新たな育児関連サービスを提供する事業を支援する。

2,300の
内数

経済産業
省

女性のキャリア
形成支援プラン
の推進

○女性のキャリア形成支援プランの推進
　教育・学習、地域活動、就労など、女性の多様なキャリア形成を
支援するため、学習相談等のサービス提供、学習成果を活動等へ
つなげるための橋渡しシステムの構築、地域社会の方針決定過程
の場へ参画するため実践的な研修等を内容としたモデル事業を実
施する。
●１８年度は、女性のキャリア形成支援事業７件（教育委員会、ＮＰ
Ｏ、大学等を含む実行委員会）に委託。

50 0
文部科学
省

１．地域におけるネットワークの構築等による再チャレンジ支援

女性の再チャレンジ支援関係施策の概要

２．学習・能力開発支援

資料４
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項　　目 平成１８年度事業の概要
H18予算
（百万円）

平成１９年度概算要求の概要
H19要求
（百万円）

府省名

女性の再チャレンジ支援関係施策の概要 資料４

再チャレンジの
ための学習支
援システムの構
築

0

○再チャレンジのための学習支援システムの構築（新規）
(チャレンジ希望女性に対する「学び」支援、ＩＴ基盤の整備支援を含
む)
　企業や地域社会が求める人材の資質や能力等を把握し、再チャ
レンジ希望者の相談に応じつつ、適切な学習機会を社会教育施設
等において提供するなど、学習者の再チャレンジに資する学習支
援システムを構築する。

796の
内数

文部科学
省

専修学校にお
けるキャリア
アップ教育の推
進

○専修学校社会人新キャリアアップ教育の推進
　専修学校において、子育て等によりいったん就業を中断した女性
に対する再チャレンジのための学習・能力再開発の講座（女性再
チャレンジコース）を実施するとともに、その成果を報告書に取りま
とめ、全国的な取組の普及を図る。
●女性の再チャレンジコース１２件委託

200
の内数

0
文部科学
省

専修学校を活
用した再チャレ
ンジ支援の推進

0

○専修学校を活用した再チャレンジ支援推進事業（新規）
　新たなチャレンジを目指す若者、中高年、女性、ニート等を支援
するため、専修学校の持つ職業教育機能を活用して、それぞれの
特性等に応じた職業能力向上のための学習機会の提供を行う。

867の
内数

文部科学
省

社会人の学び
直しニーズに対
応した教育の推
進

0

○社会人の学び直しニーズ対応教育推進プログラム（新規）
　大学・短大・高専における教育研究資源を活用しつつ、関係団体
等と連携しながら、社会人（社会復帰を目指す女性、ニート等を含
む）の学び直しニーズに対応した教育プログラムを展開する優れた
取組を支援する。

4,800の
内数

文部科学
省

独立行政法人
国立女性教育
会館における
キャリア形成支
援等の推進

○独立行政法人国立女性教育会館におけるキャリア形成支援等
　の推進
　国立女性教育会館において、女性のキャリア形成を支援する女
性関連施設職員や社会教育関係者等を対象とする各種研修事業
をはじめ、女性のチャレンジ（キャリア形成）に関する調査研究、
チャレンジに必要なロールモデル（事例）や学習情報等の収集・提
供などの事業を行う。
●女性情報ポータルのアクセス件数
　１００，３０２件（平成１８年１０月末現在）
●「女性のキャリア形成支援推進研修」の参加者数
　１１０名（女性９１名、男性１９名）

752の
内数

同　左
1,114の
内数

文部科学
省
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項　　目 平成１８年度事業の概要
H18予算
（百万円）

平成１９年度概算要求の概要
H19要求
（百万円）

府省名

女性の再チャレンジ支援関係施策の概要 資料４

放送大学にお
ける女性の再
チャレンジ支援
の推進

○放送大学における女性の再チャレンジ支援の推進
　子育て中や子育てを終えた女性が自宅で放送大学の授業を受
講し、再チャレンジに向け、新たな可能性の発見やスキルアップを
図ることが可能である旨を広報することにより、身近な学習機会の
周知を図る。
●平成１８年度１学期在学生
　　大学：84,553人（男性：35,859人　女性：48,694人）
　　大学院：7,075人（男性：3,842人　女性：3,233人）

－ 同　左 －
文部科学
省

再就職希望者
支援事業（再
チャレンジサ
ポートプログラ
ムの実施等）

○再就職希望者支援事業
　育児等を理由に一旦離職した人の再就職の準備を支援するた
め、以下の事業を実施する。
①再就職希望者の登録、②情報提供、③再就職準備セミナーの実
施、④再就職準備のための個別相談、⑤再チャレンジサポートプ
ログラムの実施、⑥ｅラーニングプログラムの実施、⑦マザーズハ
ローワークと連携した再就職支援の推進

414

○同左（拡充）　再チャレンジサポートプログラムの拡充を検討。
・実施箇所　全国１２カ所→全国４７カ所
・企業と再チャレンジ女性との交流会の実施
・インターンシップ（再チャレンジ職場体験）の実施
・企業に対する再就職に関する雇用管理ノウハウの収集・提供
・企業に対する両立支援に関する情報提供

509
厚生労働
省

子育てする女性
に対する再就職
支援の充実（マ
ザーズハロー
ワーク等を通じ
た再就職支援）

○子育てする女性に対する再就職支援の充実
　マザーズハローワークを設置し、子供連れで相談しやすい環境
の整備、地方公共団体等との連携による子育て情報の提供、個々
の希望を踏まえた職業相談・求人確保等の就職支援を行う。
●平成１８年度目標
　①３，０００人以上　（担当者制による就職支援を受けた重点
　　支援対象者）
　②５０％以上　（担当者制による就職支援を受けた重点支援
　　対象者の就職率）
●平成１８年度実績（４～９月）
　①について　２，０２４人 、②について　５８．３％
　（参考）
　・マザーズハローワークにおける新規求職者数　２８，２８０人
　・マザーズハローワークにおける就職件数　６，６５６人

905

○同左（拡充）
　マザーズハローワークにおいて、子育ての状況や職業上のブラ
ンクの長短等個々の事情に応じたきめ細かな職業相談・求人確保
等を行うとともに、未設置県の主要なハローワークにおいても「マ
ザーズサロン（仮称）」を設置して同様のサービスを展開し、子育て
する女性等に対する就職支援の充実を図る。

2,170
厚生労働
省

育児時間に配
慮した職業訓練
等の推進

○育児時間に配慮した職業訓練等の推進
　育児中の求職者が公共職業訓練を受講できるよう、柔軟な訓練
コース時間の設定を行う。また、民間機関も活用して再就職希望者
のニーズに対応した職業訓練を実施する。
●平成17年度実績：439コース、約8千人が受講。

－ 同　左 －
厚生労働
省

３．再就職支援
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項　　目 平成１８年度事業の概要
H18予算
（百万円）

平成１９年度概算要求の概要
H19要求
（百万円）

府省名

女性の再チャレンジ支援関係施策の概要 資料４

在宅就業者の
再就職支援対
策の推進

○在宅就業者支援事業
　インターネット上で職業能力開発に取り組めるシステムの運用や
職業能力を積極的にアピールするための自己PRシートを作成する
システムの運用、各種の情報提供、セミナーの開催、相談等、在宅
ワーカーが働くための環境整備を行うことにより、将来の再就職を
支援する。
●平成１７年度実績
　在宅ワーカーからの相談件数（件）　1，232
　在宅ワーカーのセミナーの受講者数（人） 937
　在宅ワーカースキルアップシステムのアクセス件数（件）27，434

53

○同左（一部新規）
　在宅就業者のスキルアップを支援するとともに、発注者とのトラブ
ルや健康不安等の悩みに対応した相談援助を実施する。また、企
業への就職希望者については、その再就職にむけたスキルアップ
支援や求人情報の提供、相談体制の整備等を実施する。さらに、
母子家庭の母については、企業からの仕事の受注及び母子家庭
の母への再発注についての新たな支援を行う。

77
厚生労働
省

優れた研究者
の出産・育児に
よる研究中断か
らの復帰支援

○特別研究員事業における出産・育児による研究中断からの復帰
支援
　優れた男女の研究者が出産・育児による研究中断後に、円滑に
研究現場に復帰できるよう、日本学術振興会の特別研究員事業に
おいて支援枠を創設する。
●18年度採用予定人数：30名

131

○同左
　優れた男女の研究者が出産・育児による研究中断後に、円滑に
研究現場に復帰できるよう、日本学術振興会の特別研究員事業に
おいて支援枠を拡充する。
●19年度採用予定人数：100名

437
文部科学
省

女性研究者支
援モデルの育
成

（現行プランに記載なし） (500)

○女性研究者支援モデル育成（科学技術振興調整費）
　優れた女性研究者がその能力を最大限発揮できるようにするた
めに、大学や公的研究機関を対象として、女性研究者が研究と出
産・育児等を両立するためのモデルとなる、優れた取組を支援す
る。

1000
文部科学
省

出産・育児等で
離職した女性医
師・看護師等の
臨床現場への
復帰支援

（現行プランに記載なし）
(1293の
内数)

○地域医療等社会的ニーズに対応した質の高い医療人養成推進
プログラム（公募テーマの一つとして女性医師・看護師の臨床現場
定着及び復帰支援に関するテーマを設定）
　地域医療等社会的ニーズに対応したテーマを設定して国公私立
大学に対して公募し、応募された中から特色ある優れた取組を選
定して財政支援を行うほか、優れた取組の展開状況や成果を各大
学に周知して還元することにより、大学における教育の活性化を促
し、社会から求められる質の高い医療人の養成推進を図る。

2,453の
内数

文部科学
省

女性医師の再
就職支援

（現行プランに記載なし） (124)
○医師再就業支援事業
　女性医師がライフステージに応じて働くことのできる柔軟な勤務
形態の促進を図り、もって医師確保対策に資する事とする。

96
厚生労働
省
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項　　目 平成１８年度事業の概要
H18予算
（百万円）

平成１９年度概算要求の概要
H19要求
（百万円）

府省名

女性の再チャレンジ支援関係施策の概要 資料４

企業における取
組の促進

○企業における取組の促進
　子育て等のためにいったん就業を中断した女性に対し広く採用・
登用の門戸を開く等、先進的な取組を行う企業の顕彰や好事例情
報の提供等を通して、企業における取組の促進を図る。

－
内閣府男
女共同参
画局

○企業における取組の促進
　また、少子化対策の取組と連携を図りつつ、経済界・労働界への
働きかけ・協力要請を行う。

－ 同　左 －

内閣府共
生社会担
当／男女
局

○求人年齢の上限の緩和促進
　育児が一段落し、再就職を希望する者等が、求人の年齢制限に
より求職活動の制約を受けることがないよう、ハローワークの窓口
等で個別の企業に対する啓発・指導等を行うなど、求人年齢制限
緩和の取組を推進する。
●平成１９年度までの目標
　５０％（ハローワークにおける年齢不問求人割合、平成20年3月）
●平成１８年度実績
　４５．２％（同上、平成18年9月）

15 同左 －
厚生労働
省

中小企業にお
ける少子化対応
経営の普及

○中小企業少子化対応経営普及事業
　仕事と育児が両立できる職場環境づくり等、中小企業における少
子化対応経営を実施している中小企業の事例を調査し、少子化対
応経営にかかるコスト・ベネフィット、関係制度を調査分析し、ベスト
プラクティスマニュアルを発信する。
●18年度末のとりまとめに向けて、少子化に対応した中小企業の
先進的な取組事例を現在、調査中。

90の
内数

同　左
90の
内数

経済産業
省

0

○中小企業少子化対策融資制度（新規）
　中小企業において従業員が出産・育児と仕事の両立が図りやす
い環境整備のための施設（事業所内託児施設）整備に必要な資金
の融資を実施する。

財投
経済産業
省

5



項　　目 平成１８年度事業の概要
H18予算
（百万円）

平成１９年度概算要求の概要
H19要求
（百万円）

府省名

女性の再チャレンジ支援関係施策の概要 資料４

配偶者からの暴
力被害者等の
自立支援

（現行プランに記載なし） (24)

　配偶者から暴力を受けた被害者は、就業機会の確保、住宅の確
保、生活費の確保等、自立して生活するに当たり、多くの困難な課
題を抱えていることが多い。配偶者からの暴力の被害者の自立の
促進を図るため、以下の事業を実施する。
・配偶者暴力施策に係る官民連携等に関する調査研究（新規）
・配偶者からの暴力被害者支援セミナー開催
・配偶者からの暴力被害者支援サポート事業（アドバイザー派遣事
業）

24
内閣府男
女共同参
画局

（現行プランに記載なし）

(右
①につき
－、
②につき
1,281の
内数、
③につき
806の内
数）

　配偶者からの暴力の被害者の自立の促進を図るため、以下の事
業を実施する。
①身元保証人確保対策事業
②婦人保護施設の心理療法担当職員の常勤化
③同伴児童のケアを行う指導員の配置

①につき
2,035の
内数

②につき
1,281の
内数

③につき
837の
内数

厚生労働
省

母子家庭の母
等の自立支援

（現行プランに記載なし）

（右③～
⑦につい
て
3,126

①、②に
ついて
1,884の
内数）

母子家庭の母等の自立支援を図るため、以下の事業を実施する。
①母子家庭等就業・自立支援センター事業
②母子自立支援プログラム策定事業
③自立支援プログラムによる就労支援
④母子家庭の母等の職業的自立促進事業
⑤介護労働者能力開発事業の実施
⑥母子家庭の母等試行雇用事業
⑦地域の労使による就職支援事業の推進
⑧母子家庭の母に係る再チャレンジ税制

③～⑦に
ついて
6,110

①、②に
ついて
2,146の
内数

厚生労働
省

6



項　　目 平成１８年度事業の概要
H18予算
（百万円）

平成１９年度概算要求の概要
H19要求
（百万円）

府省名

女性の再チャレンジ支援関係施策の概要 資料４

女性の再チャレ
ンジ支援のため
の起業支援の
推進

○女性の再チャレンジ支援のための起業支援事業
　女性の起業支援のための総合的情報提供を行う専用サイトの創
設や、経営上のノウハウや諸問題を打開するためのアドバイスを
与えるメンター（先輩の助言者）の紹介サービス事業を実施すると
ともに、子育てする女性の起業に着目した助成制度を設ける。ま
た、女性と仕事の未来館において、起業支援セミナーを開催する。

630 同　左 259
厚生労働
省

創業に向けた人
材育成の推進

○創業人材育成事業（創業塾等）
　全国商工会連合会、日本商工会議所を通じて、創業に向けて具
体的な行動計画を有する者を対象に、創業に必要な実践的能力を
習得させる創業塾を行い、女性向け創業塾も実施する。また、新事
業展開等を目指す経営者や若手後継者等を対象に経営戦略等の
知識・ノウハウの体得を支援する経営革新塾を実施する。さらに、
後継者を探している事業者と後継希望者の出会いの場を提供する
後継者人材マッチングサイトを運営する。
●18年度は279箇所で創業塾を実施する予定。
　うち女性向け創業塾は38箇所を予定。

1,615の
内数

同　左
1,615の
内数

経済産業
省

各種融資事業
による女性の起
業支援

○女性、若者／シニア起業家支援資金
　多様な事業者による活発な開業を促進するため、女性・若者（３０
歳未満）・高齢者（５５歳以上）のうち新規開業して概ね５年以内の
者に対して、中小企業金融公庫・国民生活金融公庫が低利で融資
を行う。
●平成11年４月～平成18年10月末までの利用実績として
　44,132件、2,518億円。

財投 同　左 財投
経済産業
省

○新創業融資制度
　事業者の的確性を審査し、無担保・無保証人で創業者に融資を
行うことにより、新規雇用創出を図る。女性・中高年の創業ニーズ
に応えるため、平成１５年２月に融資の引き下げ、平成１６年４月に
貸付限度額の引き上げを行っており、今後も引き続き制度の的確
な運用を図る。
●平成15年2月～平成18年10月末までの女性向け実績として
　2,739件、75億円

財投 同　左 財投
経済産業
省

４．起業支援及び社会参加の促進
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項　　目 平成１８年度事業の概要
H18予算
（百万円）

平成１９年度概算要求の概要
H19要求
（百万円）

府省名

女性の再チャレンジ支援関係施策の概要 資料４

教育分野にお
ける社会参加の
促進

0

○団塊世代等社会参加促進のための調査研究
　（教育サポーター制度の創設）（新規）
　女性を含む高齢者や団塊世代等が、これまで職業や学習を通じ
て培った経験を 活かして、学校や地域社会で活躍（再チャレンジ）
できるよう、全国規模での｢教育サポーター｣制度の創設に向けた
実態調査及び検討を行い、標準的な教育サポーター制度を構築す
る。

50の
内数

文部科学
省

女性の再チャレ
ンジ支援ポータ
ルサイトの構築

○女性の再チャレンジ支援ポータルサイトの構築
　再就職や起業など再チャレンジしたい女性が必要な情報をイン
ターネット上で効率的に入手できるよう関係省と連携して総合的な
支援情報ポータルサイトを構築する。

6 同左（左記サイトの運用） －
内閣府男
女共同参
画局

女性の再チャレ
ンジに関する総
合的な情報支
援

0

○総合的な女性の再チャレンジ支援事業（再掲）
　再チャレンジの基礎知識等の情報提供を行う講座プログラム及
び教材（ハンドブック等）内容検討、子育て支援を行う民間の団体
との連携による講座の実施等により、女性の再チャレンジを総合的
に支援する。

(82)
内閣府男
女共同参
画局

女性のライフプ
ランニングの支
援

○女性のライフプランニング支援に関する調査
　女性については、出産前後にライフプランの見直しを迫られる場
合が多いことから、長期的な視点で総合的なライフプランを検討で
きるよう支援する必要がある。このため、ライフプランに関する希望
や実態を把握することを目的に、就業、起業、学習、地域活動等と
いった女性のライフプラン設計の支援に関する調査を実施する。

8

○同左
　左記調査から得られたデータをもとに、女性の総合的なライフプ
ランニング支援プログラムを作成する。

17
内閣府男
女共同参
画局

女性の再チャレ
ンジに関する各
種調査の実施

○女性の再チャレンジに関する各種調査の実施
　経済政策の観点から女性の再チャレンジ支援を推進するため、
企業による再チャレンジ支援が産業別における企業の経済活動や
生産性等に与える影響等、並びに女性の再チャレンジによる再就
職・起業等への支援を拡大した場合にわが国の経済成長や経済
構造に与える影響等について調査分析する。

15 0
内閣府経
済財政運
営担当

　（注２）「平成１９年度概算要求」欄は、資料３の方針により施策が盛り込まれた場合の関係施策の平成１９年度概算要求の状況である。
　（注１）施策の区分は、現行の「女性の再チャレンジ支援プラン」の区分を基本に作成。　額欄が「－」印のものは、新たに予算措置を伴わず、執行上の工夫で実施する予定のものを指す。

５．国における総合的な情報提供・調査等
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